
�愛媛県規則第６１号
愛媛県男女共同参画推進条例施行規則の一部を改正する規

則を次のように定める。

平成１４年１０月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県男女共同参画推進条例施行規則の一部を改正す

る規則

愛媛県男女共同参画推進条例施行規則（平成１４年愛媛県規

則第１４号）の一部を次のように改正する。

第１条中「平成１４年愛媛県条例第１０号」の下に「。以下「

条例」という。」を加える。

第７条の見出しを「（会長への委任）」に改め、同条中「

第２条」を「第１２条」に改め、同条を第１７条とする。

第６条の見出しを「（参画会議の庶務）」に改め、同条を

第１６条とし、第２条から第５条までを１０条ずつ繰り下げ、第

１条の次に次の１０条を加える。

（愛媛県男女共同参画推進委員）

第２条 愛媛県男女共同参画推進委員（以下「推進委員」と

いう。）は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３

条第３項第３号の非常勤の特別職とする。

２ 推進委員は、再任されることができる。

３ 推進委員の任期が満了したときは、当該推進委員は、後

任者が委嘱されるまで引き続きその職務を行うものとする

。

４ 推進委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない

。その職を退いた後も、同様とする。

５ 推進委員は、地方公共団体の議会の議員若しくは長又は

県と特別な利害関係を有する法人その他の団体の役員と兼

ねることができない。

（推進委員の職務）

第３条 条例第２５条第２項第１号に規定する勧告等は、助言

、意見表明及び勧告とする。

２ 条例第２５条第２項第２号に規定する是正の要望等は、注

意、是正の要望等とする。

３ 推進委員は、その職務を行うに際し、関係する機関又は

団体と必要な連絡調整を行うものとする。

４ 推進委員は、独立してその職務を行う。ただし、次に掲

げる事項を決定するときは、合議により行うものとする。

� 事務の執行の方針に関すること。

� その他推進委員が合議により行うものとした事項に関

すること。

（申出の方法）

第４条 条例第２５条第１項の申出（以下「申出」という。）

は、次に掲げる事項を記載した申出書により行うものとす

る。ただし、推進委員が当該申出書の提出ができない特別

の理由があると認めるときは、口頭で行うことができる。

� 申出をする者の氏名、性別及び住所（法人その他の団

体にあっては、名称、事務所又は事業所の所在地及び代

表者の氏名）並びに電話番号

� 申出に係る相手方

� 申出の趣旨及び理由

� 人権の侵害に係る申出にあっては、当該人権の侵害が

生じた日

� 他の機関への相談等の状況

� 申出の年月日

２ 前項ただし書の規定により口頭で申出をするときには、

前項第１号から第５号までに規定する事項を陳述しなけれ

ばならない。この場合においては、推進委員は、その陳述

の内容を録取し、これを申出をした者に読み聞かせて誤り

のないことを確認し、申出をした者に押印させなければな

らない。

（調査しない申出）

第５条 推進委員は、次に掲げる事項に係る申出については

、調査しないものとする。

� 判決、裁決、決定その他これに準ずるものにより確定

した事項

� 裁判所において係争中の事案及び行政庁において不服

申立ての審理中の事案に関する事項

� 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保

等に関する法律（昭和４７年法律第１１３号）第１３条第１項

の規定による紛争の解決の援助又は同法第１４条第１項の

規定による調停の対象となる事項

� 議会に請願又は陳情を行っている事案に関する事項

� 条例又はこの規則に基づく推進委員の行為に関する事

項

� 前各号に掲げるもののほか、推進委員が調査すること

が適当でないと認める事項

２ 推進委員は、人権の侵害に係る申出が当該人権の侵害が

生じた日の翌日から起算して１年を経過した日以後になさ
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れたときは、当該申出について調査しないものとする。た

だし、正当な理由があるときは、この限りでない。

３ 推進委員は、第１項及び前項本文の規定により調査しな

いときは、当該申出をした者に対し、速やかに、その旨及

びその理由を書面により通知するものとする。

（調査の開始の通知等）

第６条 推進委員は、申出について調査を開始するときは、

県の施策を行う機関（以下「県の機関」という。）又は関

係者に対し、あらかじめ、その旨を書面により通知するも

のとする。ただし、推進委員が相当な理由があると認める

ときは、通知せず、又は調査の開始後に通知することがで

きるものとする。

２ 推進委員は、条例第２５条第２項第１号の規定により県の

機関に対し説明を求め、その保有する関係書類その他の記

録を閲覧し、若しくはその写しの提出を求めるとき、又は

同項第２号の規定により関係者に対し資料の提出及び説明

を求めるときは、書面により依頼するものとする。

（勧告等、助言、是正の要望等）

第７条 条例第２５条第２項第１号の勧告等及び同項第２号の

助言、是正の要望等は、書面により行うものとする。ただ

し、助言については、口頭により行うことができる。

２ 前項ただし書の場合において、県の機関又は関係者から

当該助言の内容を記載した書面の交付を求められたときは

、推進委員は、これを交付するものとする。

３ 推進委員は、申出について調査が終了した場合において

、条例第２５条第２項第１号の勧告等及び同項第２号の助言

、是正の要望等を行わないときは、前条第１項の規定によ

り調査の開始の通知を行った県の機関又は関係者に対し、

速やかに、その旨を書面により通知するものとする。ただ

し、同条第１項ただし書の規定により調査の開始の通知を

しなかった場合において、推進委員が相当な理由があると

認めるときは、これを通知しないことができる。

４ 推進委員は、申出について調査が終了した場合において

、条例第２５条第２項第１号の勧告等及び同項第２号の助言

、是正の要望等を行ったときにはその旨及びその内容を、

これを行わなかったときにはその旨及びその理由を、当該

申出をした者に対し、速やかに、書面により通知するもの

とする。

（電子情報処理組織の使用等に関する事項）

第８条 申出は、第４条第１項の申出書に代えて電子情報処

理組織（知事の指定する電子計算機（入出力装置を含む。

以下同じ。）と、申出をしようとする者の使用に係る入出

力装置とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。以下同じ。）を使用して行うことができる。

２ 前項の規定により電子情報処理組織を使用して申出が行

われた場合には、当該申出は、知事の指定する電子計算機

に備えられたファイルへの記録がされた時に推進委員に到

達したものとみなす。

３ 推進委員は、第１項の規定により電子情報処理組織を使

用して申出が行われた場合には、当該申出をした者に対す

る前条第４項の規定による通知については、電子情報処理

組織を使用して行うことができる。

４ 前項の規定により電子情報処理組織を使用して行われた

前条第４項の規定による通知は、申出をした者の使用に係

る入出力装置に備えられたファイルへの記録がされた後通

常その出力に要する時間が経過した時に当該申出をした者

に到達したものと推定する。

（身分証明書）

第９条 推進委員は、申出について調査するときは、身分証

明書（別記様式）を携帯し、関係人にこれを提示しなけれ

ばならない。

（推進委員の庶務）

第１０条 推進委員の庶務は、県民環境部男女共同参画局参画

推進課において処理する。

（知事への委任）

第１１条 第２条から前条までに定めるもののほか、推進委員

に関し必要な事項は、知事が定める。

附則の次に次の様式を加える。

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号
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別記様式（第９条関係） 身分証明書

（表）

身 分 証 明 書
第 号

氏 名

上記の者は、愛媛県男女共同参画推進条例（平成１４年愛媛県条例第１０号
）第２４条第１項の規定による愛媛県男女共同参画推進委員であることを証
明する。

年 月 日

愛媛県知事 �

（裏）

愛媛県男女共同参画推進条例（抜粋）
（愛媛県男女共同参画推進委員）
第２４条 県民等からの次条第１項の申出を適切かつ迅速に処理するため、愛媛県男女共同参画推進
委員（以下「推進委員」という。）を置く。
２～６ 省略
（苦情及び人権侵害の申出）
第２５条 県民等は、次に掲げる場合には、推進委員にその旨及び改善すべきとする事項を申し出る
ことができる。
� 県が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認
められる施策（以下「県の施策」という。）について苦情がある場合
� 性別による差別的取扱いその他の男女共同参画の推進を阻害する要因による人権の侵害が生
じた場合

２ 推進委員は、前項の申出があった場合は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める事
務を行う。
� 前項第１号に掲げる場合における申出があったとき 必要に応じて、県の施策を行う機関に
対し、説明を求め、その保有する関係書類その他の記録を閲覧し、又はその写しの提出を求め
、必要があると認めるときは、当該機関に是正その他の措置をとるよう勧告等を行うこと。
� 前項第２号に掲げる場合における申出があったとき 必要に応じて、関係者に対し、その協
力を得た上で資料の提出及び説明を求め、必要があると認めるときは、当該関係者に助言、是
正の要望等を行うこと。

３～５ 省略
愛媛県男女共同参画推進条例施行規則（抜粋）

（身分証明書）
第９条 推進委員は、申出について調査するときは、身分証明書（別記様式）を携帯し、関係人に
これを提示しなければならない。

写

真

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

���
�愛媛県規則第６２号
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１４年１０月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部

を次のように改正する。

第１条第１項中第１３号を第１６号とし、第１２号の次に次の３

号を加える。

� 里親の認定等に関する省令（平成１４年厚生労働省令第

１１５号。以下「里親認定等省令」という。）第７条第１

項（里親認定等省令第１５条、第１７条及び第２０条において

準用する場合を含む。以下同じ。）の規定による調査に

関すること（第２３条の３第２項の規定により里親認定等

省令第６条第１項（里親認定等省令第１５条、第１７条及び

第２０条において準用する場合を含む。第２３条の２第１項

を除き、以下同じ。）の規定による申請が児童相談所長

を経由する場合に限る。）。

� 里親認定等省令第１３条第１項（里親認定等省令第１５条

、第１７条及び第２０条において準用する場合を含む。以下

この号において同じ。）の規定による届出の受理に関す

ること（同項の委託児童について事故が発生したときに

限る。）。

� 第２３条の４第５項の規定による調査に関すること（同

条第２項の規定により里親認定等省令第１０条第２項（里

親認定等省令第１７条及び第２０条において準用する場合を

含む。以下同じ。）において準用する里親認定等省令第

９条（里親認定等省令第１７条及び第２０条において準用す

る場合を含む。以下同じ。）の規定による申請が児童相

談所長を経由する場合に限る。）。

第１条第２項中第９号を第１１号とし、第８号の次に次の２

号を加える。

� 里親認定等省令第７条第１項の規定による調査に関す

ること（第２３条の３第２項の規定により里親認定等省令

第６条第１項の規定による申請が地方局長を経由する場

合に限る。）。

� 第２３条の４第５項の規定による調査に関すること（同

条第２項の規定により里親認定等省令第１０条第２項にお

いて準用する里親認定等省令第９条の規定による申請が

地方局長を経由する場合に限る。）。

第１条第３項中「第１項第１２号及び前項第９号の場合にお

いては、」を削り、「地方局長は、」の下に「第１項第１３号

及び前項第９号の場合にあつては第２３条の３第４項の調査票

を里親認定等省令第６条第１項に規定する申請書に、第１項

第１５号及び前項第１０号の場合にあつては第２３条の４第５項の

調査票を第２３条の４第１項の申請書に、第１項第１６号及び前

項第１１号の場合にあつては」を加える。

第２３条の次に次の６条を加える。

（親族里親許可申請書等）

第２３条の２ 里親認定等省令第１５条において読み替えて準用

する里親認定等省令第６条第１項に規定する親族里親希望

者は、その居住地を管轄する児童相談所長に、親族里親許

可申請書（様式第２２号の２）を提出しなければならない。

２ 前項の規定による申請は、親族里親希望者の居住地を管

轄する地方局長を経由することができる。

３ 児童相談所長は、第１項の申請書の提出があつた場合に

おいて、許可又は不許可の処分をしたときは、親族里親許

可（不許可）書（様式第２２号の３）により、同項の申請書

の経由行政機関を経て当該親族里親希望者に通知するもの

とする。

（養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）認定申請書

等）

第２３条の３ 里親認定等省令第６条第１項に規定する申請書

は、養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）認定申請

書（様式第２３号）によるものとする。

２ 里親認定等省令第６条第１項の規定による申請は、養育

里親希望者、親族里親希望者又は専門里親希望者（以下「

養育里親希望者等」という。）の居住地を管轄する児童相

談所長又は地方局長を経由しなければならない。

３ 前項の場合において、地方局長が知事に進達するときは

、児童相談所長を経由しなければならない。

４ 知事は、里親認定等省令第７条第１項の規定による調査

を児童相談所の所員、社会福祉主事又は児童委員にさせ、

養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）家庭調査票（

様式第２３号の２）を作成するものとする。

５ 里親認定等省令第７条第２項（里親認定等省令第１５条、

第１７条及び第２０条において準用する場合を含む。）の規定

による通知は、養育里親（親族里親・短期里親・専門里親

）認定（不認定）通知書（様式第２３号の３）により、里親

認定等省令第６条第１項に規定する申請書の経由行政機関

を経て当該養育里親希望者等に通知するものとする。

（養育里親名簿等への登録）

第２３条の４ 里親認定等省令第９条（里親認定等省令第１０条

第２項において準用する場合を含む。次項において同じ。

）の規定による申請は、養育里親（短期里親・専門里親）

名簿登録（更新）申請書（様式第２３号の４）によるものと

する。

２ 里親認定等省令第９条の規定による申請は、養育里親希

望者等の居住地を管轄する児童相談所長又は地方局長を経

由しなければならない。

３ 前項の場合において、地方局長が知事に進達するときは

、児童相談所長を経由しなければならない。

４ 知事は、里親認定等省令第９条の規定による登録又は里

親認定等省令第１０条第１項（里親認定等省令第１７条及び第

２０条において準用する場合を含む。）の規定による登録の

更新をしたときは、養育里親（短期里親・専門里親）名簿

登録（更新）通知書（様式第２３号の５）により、第１項の

申請書の経由行政機関を経て当該養育里親希望者等に通知

するものとする。

５ 知事は、里親認定等省令第１０条第２項において準用する

里親認定等省令第９条の規定による申請があつたときその

他必要があると認めるときは、児童相談所の所員、社会福

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０５２



祉主事又は児童委員に、当該養育里親希望者等が適当であ

るかどうかを調査させ、養育里親（親族里親・短期里親・

専門里親）家庭調査票を作成するものとする。

（養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）（受託児童

）届出書等）

第２３条の５ 里親認定等省令第１３条第１項及び第２項（里親

認定等省令第１５条、第１７条及び第２０条において準用する場

合を含む。以下同じ。）の規定による届出は、養育里親（

親族里親・短期里親・専門里親）（受託児童）届出書（様

式第２３号の６）によるものとする。

２ 里親認定等省令第１３条第１項及び第２項の規定による届

出（同条第１項の委託児童について事故が発生したときの

届出を除く。）は、所轄の児童相談所長を経由しなければ

ならない。

３ 里親認定等省令第１３条第１項及び第２項の規定による届

出は、所轄の地方局長を経由することができる。

（里親の認定の取消し等）

第２３条の６ 里親認定等省令第８条第５号（里親認定等省令

第１５条、第１７条及び第２０条において準用する場合を含む。

以下同じ。）及び第１１条第３号（里親認定等省令第１７条及

び第２０条において準用する場合を含む。以下同じ。）の規

定による申請は、養育里親（親族里親・短期里親・専門里

親）認定（登録）取消申請書（様式第２３号の７）によるも

のとする。

２ 里親認定等省令第８条第５号及び第１１条第３号の規定に

よる申請は、所轄の児童相談所長又は地方局長を経由しな

ければならない。

３ 前項の場合において、地方局長が知事に進達するときは

、児童相談所長を経由しなければならない。

（里親再委託申請書等）

第２３条の７ 里親が行う養育に関する最低基準（平成１４年厚

生労働省令第１１６号）第１９条第１号の規定による申請は、

里親再委託申請書（様式第２３号の８）によるものとする。

２ 里親が行う養育に関する最低基準第１９条第１号の規定に

よる申請は、里親の居住地を管轄する児童相談所長又は地

方局長を経由しなければならない。

３ 前項の場合において、地方局長が知事に進達するときは

、児童相談所長を経由しなければならない。

４ 児童相談所長は、第１項の申請書の提出があつた場合に

おいて、承認又は不承認をするときは、里親再委託承認（

不承認）通知書（様式第２３号の９）により、同項の申請書

の経由行政機関を経て当該里親に通知するものとする。

第２４条の見出し中「里親又は」を削り、同条第１項中「里

親申出書（様式第２３号）又は」を削り、同条第２項中「里親

又は」を削り、「させ里親の場合にあつては里親家庭調査票

（様式第２５号）を、保護受託者の場合にあつては」を「させ

、」に改め、同条第３項及び第５項中「里親又は」を削り、

同条第６項中「里親（保護受託者）申出承認（不承認）通知

書」を「保護受託者申出承認（不承認）通知書」に改める。

第２５条の見出し中「里親登録簿等」を「保護受託者登録簿

」に改め、同条中「里親又は」及び「里親登録簿又は」を削

る。

第２７条の見出し中「里親保護受託者届出書」を「保護受託

者届出書」に改め、同条第１項中「里親又は」を削り、同項

中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号を第４号とし

、第６号を第５号とし、同条第２項中「里親又は」を削り、

「里親（保護受託者）届出書」を「保護受託者届出書」に改

め、同項第４号中「保護受託者が」を削る。

第２８条の見出し中「里親又は」を削り、同条第１項中「里

親又は」を削り、「里親（保護受託者）登録辞退願」を「保

護受託者登録辞退願」に改め、同条の次に次の１条を加える

。

（委任）

第２８条の２ 第２３条の２から前条までに定めるもののほか、

里親及び保護受託者に関し必要な事項は、知事が定める。

様式第２２号の次に次の２様式を加える。

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０５３



様式第２２号の２（第２３条の２関係） 親族里親許可申請書

親族里親許可申請書

年 月 日

児童相談所長 殿

住所

申請者

氏名

※

経由

地方局

受付月日 月 日

番 号

申

請

者

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

受託を希望する

児童との続柄

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

受託を希望する

児童との続柄

受託を希望する児童 氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

受託を希望する児童の両親

その他現に監護する者の状

況（具体的に記入すること。）

親族里親になることを希望

する理由

注１ ※印の欄は、記入しないこと。

２ 次に掲げる書類を添付すること。

� 受託を希望する児童と申請者との続柄を証明する書類

� 受託を希望する児童の両親その他現に監護する者の状況を証明する書類

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０５４



様式第２２号の３（第２３条の２関係） 親族里親許可（不許可）書

親族里親許可（不許可）書

年 月 日

殿

児童相談所長 �

申請者

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

受託を希望

する児童
氏名 性別 男・女 生年月日

年

月 日生

不許可の場

合にあつて

は、その理由

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０５５



様式第２３号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０５６
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様式第２３号（第２３条の３関係） 養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）認定申請書

養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）認定申請書
年 月 日

愛媛県知事 殿
住所

申請者
氏名 �

※
経由

年 月 日 地方局受付第 号 年 月 日 児童相談所受付第 号

養育里親（親族里親・短
期里親・専門里親）にな
ることを希望する理由

申
請
者

氏名 氏名

年齢 性別 男 ・ 女 年齢 性別 男 ・ 女

健否 健否

職業 職業

電話番号 電話番号
親
族
里
親

親族里親の
許可年月日

年 月 日
親族里親の
許可年月日

年 月 日

専
門
里
親

養
育
里
親
名
簿

登録番号
当初登録
年月日

年
月 日

養
育
里
親
名
簿

登録番号
当初登録
年月日

年
月 日

養育里親
としての
経験

年 月 日
～ 年 月 日

養育里親
としての
経験

年 月 日
～ 年 月 日

年 月 日
～ 年 月 日

年 月 日
～ 年 月 日

児童福祉事業

従事年数

児童福祉事業

従事年数
従事して
いた職務

従事して
いた職務

資格等 資格等

専門里親研修
修了年月日

年 月 日
専門里親研修
修了年月日

年 月 日

申請者
の同居
の家族

氏名 年齢 性別 続柄 健否 職業

歳 男・女

歳 男・女

歳 男・女

歳 男・女

注１ 不要の文字は、抹消すること。
２ ※印の欄は、記入しないこと。
３ 「親族里親」の欄は、親族里親希望者の場合にのみ記入すること。
４ 「専門里親」の欄は、専門里親希望者の場合にのみ記入すること。
５ 次に掲げる書類を添付すること。
� 申請者及びその同居の家族の履歴書
� 申請者の居住する家屋の平面図
� 申請者及びその同居の家族の健康診断書
� 申請者の属する世帯の所得を証明する書類
� 専門里親希望者にあつては、児童福祉事業に従事した期間を証明する書類及びその職務を行うに当たつて有していた資格
等を証明する書類

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０５７



様式第２３号の次に次の８様式を加える。

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０５８
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様式第２３号の２（第２３条の３関係） 養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）家庭調査票

養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）家庭調査票

経由 年 月 日 地方局 受付第 号 年 月 日 児童相談所長受付第 号

申請者
につい
ての事
項

現住所

電話番号

氏名 性別 男・女 氏名 性別 男・女

生年月日 年 月 日生 生年月日 年 月 日生

健否

□頑健 □健康 □普通 □病弱

健否

□頑健 □健康 □普通 □病弱

既往症 □無 □有 病名�

�

�期間

既往症 □無 □有 病名�

�

�期間

職業 職業

児童の養
育につい
ての理解
、熱意等

児童の養
育につい
ての理解
、熱意等

履歴 履歴

児童の養
育に関し
虐待等の
問題を起
こしたこ
と。

□無
□有（具体的に
記入すること。）
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

児童福祉法（昭和２２年
法律第１６４号）及び児
童買春、児童ポルノに
係る行為等の処罰及び
児童の保護等に関する
法律（平成１１年法律第
５２号）の規定により、
罰金以上の刑に処せら
れたこと。

□無
□有（具体的に
記入すること。）
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

児童の養
育に関し
虐待等の
問題を起
こしたこ
と。

□無
□有（具体的に
記入すること。）
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

児童福祉法及び児童
買春、児童ポルノに
係る行為等の処罰及
び児童の保護等に関
する法律の規定によ
り、罰金以上の刑に
処せられたこと。

□無
□有（具体的に
記入すること。）
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

専
門
里
親
認
定
申
請
者
に
つ
い
て
の
事
項

養
育
里
親
名
簿

登録番号 当初登録年月日 年 月 日 登録番号 当初登録年月日 年 月 日

養育里親
としての
経験

年 月 日
～ 年 月 日 養育里親

としての
経験

年 月 日
～ 年 月 日

年 月 日
～ 年 月 日

年 月 日
～ 年 月 日

専
門
里
親

児童福祉
事業

従事年数

児童福祉
事業

従事年数

従事して
いた職務

従事して
いた職務

資格等 資格等

専門里親
研修修了
年月日

年
月 日

児童の養育
に専念でき
ること。

□可 □不可
�
�

�

理由 �
�

	

専門里親
研修修了
年月日

年
月 日

児童の養育
に専念でき
ること。

□可 □不可
�
�

�

理由 �
�

	

申請者
の同居
の家族

氏名 年齢 性別 続柄 健否 職業 理解程度 履歴

歳 男・女

歳 男・女

歳 男・女

歳 男・女

家
庭
状
況

住
居

敷地 平方メートル （自己所有・借地）
建物 平方メートル �

�
�
（自家・借家）
（１戸建・２階建・長屋）（室数 室・畳数 枚）

家
計

昨年１年間の
収入

同左の支出

資産

田畑 山林 宅地 家庭
その他
不動産

動産
円 円

内容

時価
円 円 円 円 円

調査担
当者

調査年月日 年 月 日 勤務先
児童相談所
地方局

職氏名 �

意見

児童相談所長又は
地方局長の意見

年 月 日 児童相談所長 � 年 月 日 地方局長 �

注１ 不要の文字は抹消すること。
２ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付すること。

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０５９



様式第２３号の３（第２３条の３関係） 養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）認定（不認定）通知書

養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）認定（不認定）通知書

年 月 日

殿

愛媛県知事 �

申請者

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

不 認 定
の 場 合
に あ つ
ては、そ
の理由

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０６０



様式第２３号の４（第２３条の４関係） 養育里親（短期里親・専門里親）名簿登録（更新）申請書

養育里親（短期里親・専門里親）名簿登録（更新）申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所

申請者

氏名

※

経由

地方局 児童相談所

受付月日 月 日 受付月日 月 日

番 号 番 号

申

請

者

氏名 性別 男・女 生年月日 年 月 日生

氏名 性別 男・女 生年月日 年 月 日生

養育里親（短期

里親・専門里親）

として認定され

た年月日

年 月 日

登録番号
当 初 登 録

年月日
年 月 日

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ ※印の欄は、記入しないこと。

３ 「登録番号」及び「当初登録年月日」の欄は、登録の更新を申請する場合に記入すること。

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号

１０６１



様式第２３号の５（第２３条の４関係） 養育里親（短期里親・専門里親）名簿登録（更新）通知書

養育里親（短期里親・専門里親）名簿登録（更新）通知書

年 月 日

殿

愛媛県知事 �

申請者

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

登録番号 登録年月日

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１４年１０月１日 第１３９５号
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様式第２３号の６（第２３条の５関係） 養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）（受託児童）届出書

養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）（受託児童）届出書

年 月 日

愛媛県知事
殿

児童相談所長
住所

届出者
氏名

※

経由

地方局 児童相談所

受付月日 月 日 受付月日 月 日

番 号 番 号

養育里親（親族

里親・短期里

親・専門里親）

氏名 性別 男・女 登録番号
当初登録

年月日

年

月 日

氏名 性別 男・女 登録番号
当初登録

年月日

年

月 日

受託児童 氏名 性別 男・女 生年月日 年 月 日生 年齢

受託年月日 年 月 日

届出事項

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ ※印の欄は、記入しないこと。

３ 「届出事項」の欄は、里親の認定等に関する省令（平成１４年厚生労働省令第１１５号）第１３条第２項（同

省令第１５条、第１７条及び第２０条において準用する場合を含む。以下同じ。）の届出の場合は、同項に該当

する旨及びその理由を記入すること。
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様式第２３号の７（第２３条の６関係） 養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）認定（登録）取消申請書

養育里親（親族里親・短期里親・専門里親）認定（登録）取消申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所
申請者

氏名

※

経由

地方局 児童相談所

受付月日 月 日 受付月日 月 日

番 号 番 号

認定年月日 年 月 日 登録番号
当初登録

年月日
年 月 日

認定（登録）

の取消しを

申請する理

由

※経由児童

相談所長の

意見

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ ※印の欄は、記入しないこと。

３ 「当初登録年月日」の欄及び「登録番号」の欄は、里親の認定等に関する省令（平成１４年厚

生労働省令第１１５号）第９条（同省令第１７条及び第２０条において準用する場合を含む。）の登

録を受けている者のみ記入すること。
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様式第２３号の８（第２３条の７関係） 里親再委託申請書

里親再委託申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所

申請者

氏名

※

経由

地方局 児童相談所

受付月日 月 日 受付月日 月 日

番号 番号

養育里親（親

族里親・短期

里親・専門里

親）

氏名 性別 男・女
登録

番号

当初登録

年月日

年

月 日

氏名 性別 男・女
登録

番号

当初登録

年月日

年

月 日

受託児童 氏名 性別 男・女
生年

月日
年 月 日生 年齢

受託年月日 年 月 日

再委託を希

望する理由

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ ※印の欄は、記入しないこと。
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様式第２３号の９（第２３条の７関係） 里親再委託承認（不承認）通知書

里親再委託承認（不承認）通知書

年 月 日

殿

愛媛県知事 �

申請者

氏名 性別 男・女
登録

番号

当初登録

年月日

年

月 日

氏名 性別 男・女
登録

番号

当初登録

年月日

年

月 日

受託児童 氏名 性別 男・女
生年

月日
年 月 日生 年齢

受託年月日 年 月 日

不承認の場

合にあつて

は、その理由

注 不要の文字は、抹消すること。
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様式第２５号を次のように改める。

様式第２５号 削除

様式第２７号を次のように改める。
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様式第２７号（第２４条関係） 保護受託者申出承認（不承認）通知書

保護受託者申出承認（不承認）通知書

年 月 日

殿

愛媛県知事 �

申請者

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

氏名 性別 男・女 生年月日
年

月 日生

登録番号 登録年月日

不承認の場

合にあつて

は、その理由

注 不要の文字は、抹消すること。
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告 示

公 告

「里 親

様式第２８号中 氏名 を「保護受託者氏名」に

保護受託者 」

改める。

「里

様式第２９号中「里親（保護受託者）届出書」及び

保護受

親 「里

届 出 書 を「保護受託者届出書」に、

託者 」 保護受託

親 住 所 「 住 所 里 親
保護受
託 者

「

を 保護受託者 に、

者 氏 名」 氏 名」 」

保 護
受 託
者

「

を に改める。

」

「里

様式第３０号中「里親（保護受託者）登録辞退願」及び

保

親

登録辞退願 を「保護受託者登録辞退願」に、「愛

護受託者 」

「 里

媛県知事殿」を「愛媛県知事 殿」に、

�
�
�
�
�保護受

親��
�
�
	

を「保護受託者」に改める。

託者 」

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に改正前の児童福祉法施行細則様式

第２３号の規定により提出されている書類は、改正後の児童

福祉法施行細則様式第２３号の規定により提出された書類と

みなす。

���
�愛媛県規則第６３号
愛媛県国近川筒井水門操作規則の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成１４年１０月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県国近川筒井水門操作規則の一部を改正する規則

愛媛県国近川筒井水門操作規則（平成１２年愛媛県規則第４３

号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項各号を次のように改める。

� 国近川の河口から逆流が始まるまでは、水門の扉を全

開しておくこと。

� 国近川の河口から逆流が始まったときは、水門の扉の

うち下段扉を全閉すること。この場合において、水門の

河口側に設置している水位標（以下「河口側水位標」と

いう。）による水位が１．８５メートルを超えるおそれがあ

り、かつ、水門の上流に設置している水位標（以下「上

流水位標」という。）による水位が河口側水位標による

水位より低いときは、上段扉を全閉すること。

� 水門の扉のうち下段扉のみを全閉している場合又は水

門の扉を全閉している場合において、国近川の河口から

の逆流が終わり、かつ、河口側水位標による水位が上流

水位標による水位より低くなったとき、又は上流水位標

による水位が２．６メートルを超えたときは、水門の扉を

全開すること。

第５条第１号中「水門に設置している水位標」を「上流水

位標」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第１６０３号
愛媛県土木工事共通仕様書（平成９年４月愛媛県告示第６

５３号）の一部を次のように改正し、公布の日から施行する。

平成１４年１０月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（「次のように」は、省略し、改正後の愛媛県土木工事共

通仕様書は、愛媛県庁並びに各地方局産業経済部、建設部及

び土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

���
�愛媛県告示第１６０４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第２項の規定

に基づき、八幡浜都市計画特別用途地区の決定に係る都市計

画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成１４年１０月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１４年１０月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１４年９月２０日 特定非営利活動法人
えひめ情報ボランティア協会 増 井 純 彌 松山市喜与町一丁目３番地１

シャンボール喜与町２０１号
この法人は、市民活動を担う個人及び市民
団体への情報化支援のため、ＩＴ（情報通
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���
�公 告

愛媛県保育士試験の合格者について

平成１４年愛媛県保育士試験の合格者は、次のとおりである

。

平成１４年１０月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

信技術）の活用普及など、社会活動におけ
る情報化推進に関する指導、助言、啓発、
教育、相談、福祉事業を行い、地域の情報
化による相互理解とコミュニケーションの
活性化を図ることにより、地域住民のまち
づくり活動への参加を促し、地域社会全体
の利益の増進に寄与することを目的とする
。

受験番号 氏 名 受験番号 氏 名

１ 種 植 理 絵 １０１ 三 好 多 恵

２ 黒 田 砂恵子 １１１ 森 洋 子

５ 中 岡 由美子 １１２ 山 田 理 沙

７ 圖 子 里 織 １１８ 大 嶋 美 穂

１９ 新 田 美 穂 １２１ 石 本 香保里

２７ 小 橋 晶 子 １２５ 渡 邉 智恵子

４３ 山 本 直 美 １３３ 稲 田 久里子

４４ � 橋 仁 美 １３５ 吉 澤 容 子

４８ 松 本 佳 代 １３８ 林 繭 子

４９ 岩 崎 祥 子 １４０ 奥 野 佳 代

６０ 山 岡 由 美 １４１ 筒 井 なつき

６３ 高 橋 裕 子 １４２ 武 智 礼 子

７２ 横 山 淑 恵 １４９ 久 田 知 子

７３ 佐々木 はるか １７９ 鴻 海 裕 子

７９ 堀 田 真 奈 １８７ 澤 田 美 和

８５ 福 永 恵 美 １９９ 井 関 あづさ

８７ 田 中 佳代子 ２２０ 酒 井 由 紀
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